
（様式第２号） 

入 札 結 果 表 

          県土整備部県土整備企画課 

 

１ 契 約 の 名 称  福岡県県土整備部土木積算システム運用保守業務委託   

２ 種 別  一般競争入札 

３ 契 約 の 概 要  システム運用保守業務 

４ 入 札 年 月 日     令和７年３月２６日 

５ 予 定 価 格  １０，８７９，０００－ （入札書比較価格 ９，８９０，０００－） 

６ 最低制限価格（又は低入札価格調査基準価格）   設定せず 

    最低制限比較価格（又は低入札価格調査基準比較価格）  設定せず 

７ 落 札 者 名  株式会社リサーチアンドソリューション 

８ 落 札 金 額  １０，８７９，０００円 

９  一般競争入札参加資格 

(1) 入札参加資格（地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項の規定に基づき

定める入札参加資格をいう。以下同じ。） 

「福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売り払いその他の契約の一般競争入札及び指

名競争入札に参加する者に必要な資格（令和４年４月１２日福岡県告示第３７１号）」を得ている者（令

和５年１２月１日から令和７年９月３０日競争入札参加資格者名簿（物品・サービス関係）登載者） 

(2) 入札参加条件（地方自治法施行令第１６７条の５の２の規定に基づき定める入札参加資格をいう。以

下同じ。） 

令和７年３月２６日（水）現在において、次の条件を満たすこと。 

ア  地方自治法施行令第 167 条の 4 に該当する者ではないこと。 

イ  福岡県物品購入等に係る物品業者の指名停止等措置要綱（平成 14 年 2 月 22 日 13 管達第 66 号総

務部長依命通達）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）の期間中でないこと。 

ウ  福岡県建設工事競争入札参加者の格付及び選定要綱（昭和 54 年 9 月 22 日総務部長依命通達）第 7 

条第 2 項の規定に基づく措置期間でないこと。 

エ  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者、又は民

事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

オ  ２の入札参加資格を有する者のうち、競争入札参加者名簿（物品・サービス関係）において、次の

業種で、格付がＡＡ又はＡ等級であること。 

 

 

 

カ  当該契約を迅速かつ確実に履行できると認められる者 

キ  令和７年３月４日（火）午後３時００分までに、入札参加申請書を福岡県県土整備部県土整備企画

課へ提出している者 

ク  福岡県内に本店、支店、又は営業所等を有し、取引希望地区が全県又は福岡地区であること。 

ケ  平成 21 年度以降に、元請けとして、国、都道府県、政令指定都市が発注した土木積 

算システムの運用保守業務に従事した実績を有すること。 

コ 平成 21 年度以降に、ケに技術者（監理技術者、監理技術者補佐、主任技術者、担当技術者、現場代

理人又は管理技術者）として従事した実務経験を有する者を管理技術者として当該業務に配置可能であ

ること。ただし、下記の(1)から(5)のいずれかを満たす者に限るものとする。 

(1)技術士（総合技術監理部門・選択科目「電気電子部門」又は電気電子部門）を有する者 

(2)電気通信主任技術者資格証の交付を受けた後、5年以上の実務経験を有する者 

(3)大学又は国立高等専門学校卒業後、3年以上の実務経験を有する者 

大分類 中分類 業種名 等級 

13 07 サービス業種その他（ソフトウェア開発） ＡＡ又はＡ 



(4)高等学校卒業後、5年以上の実務経験を有する者 

(5)10 年以上の実務経験を有する者 

ただし、実務経験とは、ケの業務に関する経験に限る。コの(3)及び(4)は、電気工学に関する学科又は電

気通信工学に関する学科 (以下「対象学科」という。) を卒業した者に限るものとする。なお、対象学科

の詳細については、(一財)建設業技術者センターの指定学科一覧を参照すること。 

10 一般競争入札において参加させなかった者の名称及び理由 該当なし 

11 総合評価方式を行った理由     該当なし 

12 総合評価方式における落札者決定基準    該当なし 

13 入 札 結 果（入札経過） 

入 札 業 者 名 
入札金額（税抜） 

備 考 
１回 ２回 

株式会社リサーチアンドソリューション 
 

9,890,000 円 
- 

落札 

 

 


